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掘師会 2024 年新春会報 
（⽇本における地下掘削の技術向上並びに継承するために設⽴された会） 

⼀般社団法⼈掘師会 
東京都練⾺区⼤泉学園町 

理事⻑ 内⼭ 剛 

 
１．理事⻑挨拶 
           2020 年コロナ禍、志を持った皆様と⼀般社団法⼈掘師会を⽴ち上げることがで

きました。この場をお借りして、厚く御礼申し上げます。 
           2024 年引き続き勉強会を開催いたします。会員の皆様とともに、ボーリング技

術のスキルアップを図っていきます。 
引き続き皆様の御協⼒をお願い申し上げます。           内⼭ 剛 

 
２．掘師会情報交換会 

開催⽇ 2024 年 1 ⽉ 場所 オンライン 参加者 会員 
内容 ・⺠間建設動向及び公共事業実施状況の情報交換。 

・その他、⾞両価格及び設備価格に関する情報交換。 
 
３．ボーリングスキルアップ講習会の実施状況 

開催⽇ 2024 年 2 ⽉ 3 ⽇ 場所 ⼤泉地区区⺠館 
（東京都練⾺区） 

参加者 会員等 12 名 

講師 有限会社ウチヤマ地質⼯業 代表取締役社⻑ 内⼭ 剛 
内容 １．⽬的 

ボーリングスキルの向上のための講習（基礎） 
２．講習内容詳細 

2023 年 7 ⽉ 22 ⽇/23 ⽇のスキルアップ講習会の内容を 1 ⽇に集約した内容 
 2024 年夏頃までにスキルアップ勉強会を実施予定。 
 
４．勉強会の実施状況及び直近の予定 

期⽇（2024 年） 勉強会の内容 

2 ⽉ 10 ⽇（⼟） 
主に海外ボーリングエンジニア向け勉強会（実施済み） 

１班：国⽴科学博物館地球館（地層関連常設展）の⾒学 
２班：地下鉄博物館（丸ノ内線開通 70 周年展）の⾒学 

３⽉上旬 技術⼠⼆次試験対策勉強会 
4 ⽉上旬 技術⼠⼆次試験対策勉強会 
5 ⽉上旬 技術⼠⼆次試験対策勉強会 
6 ⽉上旬 技術⼠⼆次試験対策勉強会合宿 
7 ⽉上旬 技術⼠⼆次試験対策勉強会 

 本年中にジオパーク⾒学会を企画中。 
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５．トピックス（提⾔） 
建設業における働き⽅改⾰の本格化「休⽇について」 
 2024 年 4 ⽉から中⼩建設業にも時間外労働の上限規制が適⽤され、休⽇出勤の⾒直しは待ったなし
だ。2024 年 2 ⽉ 28⽇国⼟交通省から「国⼟交通省⼟⽊⼯事・業務の積算基準等の改定」（以下、国⼟
交通省積算基準の改訂）が発表された。ボーリング調査業における影響も⾒ていきたい。 
 
１．休⽇の確保について 
 例年２⽉に国⼟交通省から「国⼟交通省⼟⽊⼯事・業務の積算基準等の改定」（以下、国⼟交通省積
算基準の改訂）が発表される。この発表で、毎年重点課題に挙げられるのが働き⽅改⾰であり、休⽇の
確保に関するものである。2021 年から 2024 年までの国⼟交通省積算基準の改訂において、休⽇の確
保に関する内容の推移は次表の通りである。2021 年から 2023 年の 3 年間は、週休 2 ⽇に向けた取組
みであったが、2024 年から完全週休 2 ⽇（⼟⽇）への推進が明記された。公共⼯事において、他産業
並みに休⽇確保を⼀歩⼀歩推進してきた姿勢が表れている。 
 
 ＜表：国⼟交通省積算基準の改訂における休⽇の確保に関する内容抜粋＞ 

年 内容 
2021 年（令和３年）2 ⽉ 週休２⽇制⼯事及び交替制モデル⼯事における間接⼯事費等の補正。 
2022 年（令和４年）2 ⽉ 令和元年度より試⾏を開始した交替制による休⽇確保を推進するモ

デル⼯事の補正係数を令和 4 年度も継続する。 
2023 年（令和５年）2 ⽉ 今後は、⽉単位での週休 2 ⽇の確保など、休⽇の「質の向上」に向け

た施策をパッケージで推進。 
2024 年（令和６年）2 ⽉ 他産業と遜⾊のない休⽇の確保に向けて、改正労働基準法が適⽤され

る令和 6 年 4 ⽉より、⽉単位の週休２⽇の補正係数を新設するとと
もに、完全週休 2 ⽇（⼟⽇）促進のため成績評定での加点措置を実施。 

 出所：国⼟交通省「国⼟交通省⼟⽊⼯事・業務の積算基準等の改定」2021 年から 2024 年各年発表 
 
２．⺠間のボーリング調査 
 公共⼯事とともに⼤⼿ゼネコンでも働き⽅改⾰が進められているが、「⼈⼿不⾜の中、週休２⽇体制
だと⺠間建設業が機能しない、または機能し難い」と業界動向を危惧するレポートも散⾒される。しか
しながら、国⼟交通省積算基準の改訂のたびに休⽇確保を強く打ち出し、建設業界の労働環境も変化
してきている。 
 ボーリング調査業界を⾒回すと、直ちに、⼈⼿不⾜は解消しないし、⼈が⾏っている作業が⾃動化さ
れる状態でもない。ボーリング調査事業者の打ち⼿の⼀つは、①今いる⼈材育成に重点を置き、②収益
性の⾼い少数精鋭化を図り、休⽇を確保しやすい状態を作っていくことであろう。 
 
執筆：2024 年 2 ⽉ 28⽇ ⼩島康（中⼩企業診断⼠） 

編集：掘師会事務局（合同会社ココジマ） 


